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各  位 
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代表者名 代表取締役社長 池信 省爾 

(コード番号： 5706  東証プライム) 
お問合せ先  コーポレートコミュニケーション部長  

三井 幸喜 
                                (TEL. 03-5437-8028) 

 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、当社の完全子会社である竹原興産株式会社（以下：竹原興産）を吸収合併することを本

日決定しましたのでお知らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易合併・略式合併であるため、開示事項・内容を一部

省略して開示しております。 

 

記 

 

１．合併の目的 

竹原興産は、当社竹原製煉所の付帯業務受託および福利厚生施設管理、賃貸物件管理を行う当社

の子会社として設立されました。このたび、当社および竹原興産の従業員の教育・育成による柔軟

な配置および安全・健康管理の一貫性を考慮するとともに、統一性と効率性を向上させるべく両社

を統合し、一体運営することが当社の人的資本経営に合致するとの判断に至りました。 

 

 

２．本合併の要旨 

（１）本合併の日程 

決定日    2026 年 4 月 6 日 

契約締結日    2026 年 4 月 6 日 

本合併期日（効力発生日）   2026 年 7 月 1 日（予定） 

※本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項の規定に基づく簡易合併、竹原興産に 

おいては同法第 784 条第 1 項の規定に基づく略式合併に該当するため、いずれも合併契約 

承認の株主総会は開催いたしません。 

 

（２）本合併の方式 

当社を存続会社、竹原興産を消滅会社とする吸収合併です。 

 

（３）本合併に係る割当ての内容 

完全子会社との合併であるため、新株式の発行および金銭等の交付はありません。 

 

（４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。  

 

 

 

 

 



３．本合併当事会社の概要（2026 年 3 月 31 日現在  ※は 2025 年 9 月 30 日現在） 

 存続会社 消滅会社 

（１）商号 三井金属株式会社 竹原興産株式会社 

（２）所在地 
東京都品川区大崎一丁目 11 番

1 号 

広島県竹原市塩町一丁目 5 番 

1 号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 納  武士 代表取締役社長 今 裕之 

（４）事業内容 

機能材料・電子材料の製造・販

売、非鉄金属製錬、資源開発、

貴金属リサイクル等 

当社竹原製煉所の付帯業務受

託、福利厚生施設管理、損害保

険代理業、不動産の賃貸・管理

業務等 

（５）資本金※ 42,377 百万円 10 百万円 

（６）設立年月日 1950 年 5 月 1 日 1978 年 5 月 26 日 

（７）発行済株式総数※ 57,415,430 株 15,500 株 

（８）決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 

（９）大株主および持株比率※ 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）18.10% 

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）          11.37% 

STATE STREET BANK 

AND TRUST  

COMPANY 505223  3.65% 

STATE STREET BANK 

AND TRUST  

COMPANY 505001  2.31% 

野村證券株式会社   2.08%       

三井金属株式会社 100％ 

（１０）直前事業年度の財政状態および経営成績 

決算期 
2025 年 3 月期（連結・日本

基準） 

2025 年 3 月期（単体・日本

基準） 

純資産 340,856 百万円 72 百万円 

総資産 657,944 百万円 155 百万円 

1 株当たり純資産 5,798.07 円 4,677.90 円 

売上高 712,344 百万円 356 百万円 

営業利益 74,743 百万円 11 百万円 

経常利益 76,410 百万円 11 百万円 

親会社株主に帰属する当期純

利益 
64,662 百万円 8 百万円 

1 株当たり当期純利益 1,130.95 円 535.07 円 

 

４．本合併後の状況 

  本合併に伴う当社の商号、所在地、代表者、事業内容、資本金および決算期の変更はありませ

ん。 

 

５．今後の見通し 

  本合併は、完全子会社かつ非連結子会社との合併であり、当社連結業績への影響は軽微です。 

 

以  上 


